
京都市 環境政策局 地球温暖化対策室

事業者排出量削減報告書について

＜第五計画期間 第１年度＞

（令和７年２月 特定事業者向けセミナー資料）



第五計画期間 第１年度（令和5年度）の
とりまとめについて
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報告書集計結果
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部門 
事業者数 
（者） 

温室効果ガス排出量（万トン-ＣＯ２） 基準年度排出量か

らの増減割合(%) 
基準年度（R2～4） 実績値（R5） 

計 １３６ １４６．５ １４６．３ ▲０．１ 

 

業務部門 ８３ ９３．８ １０１．２ ＋７．９ 

産業部門 ３２ ３６．２ ２７．８ ▲２３．３ 

運輸部門 ２１ １６．５ １７．３ ＋５．１ 

省エネ等の取組は進んでいるものの、コロナ禍から経済活動が回復したことに
よる活動量の増加や電気のCO2排出係数の増加などの影響により、基準年度と比
べて０．１％の削減となりました。

なお、産業部門においては、再エネ電気の導入が進んだことなどにより、
基準年度と比べて２３．３％の削減となりました

京都市特定事業者の温室効果ガス排出実績（第五計画期間第１年度）



排出量の算定方法
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※これにより、環境負荷の少ない電力を使用した際に、間接的に減少する
CO2発生量についても、評価に加えられることとなります。

◇ 基準年度排出量の算定

   上記の変更に伴い、各事業者の温室効果ガス排出削減努力の基準(基準年度

排出量)の算定についても「調整後排出係数（残差）」を使用し計算する。

◇ 排出量の算定

排出量 ＝
エネルギー
使用量

× 排出係数

評価の対象となる排出量の算定の際、調整後排出係数を使用

第四計画期間まで 第五計画期間以降は

基礎排出係数    ⇒ 調整後排出係数



来年度提出にむけて
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◇「事業活動に伴う排出の量」と
「評価の対象となる排出の量」の違い

◇（依頼）太陽光発電の自家消費量又は売電量の記載
→令和５年度実績 ２０／１３６者が導入。

◇ 環境マネジメントシステム
独自導入される場合、ISOやKES環境機構の規格に

準ずる仕組みとしてください。



事業活動に伴う排出の量と評価の対象となる排出の量の違い
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Q：基準年度の事業活動に伴う排出の量と評価の対象となる
排出の量の数値が異なるのはなぜか。

A：・事業活動に伴う排出の量
   →令和４年度の排出量実績値

   原単位改善率の計算に用いる

・評価の対象となる排出の量
→令和２～４年度の排出量の平均値
削減率の計算に用いる
第五計画期間からは再エネによるCO2削減量や
温室効果ガス排出削減の取組を反映



温室効果ガス排出削減取組の評価方法
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温室効果ガス排出削減取組 内容

A 森林の保全及び整備によるもの
市制度においても
府域の取組を評価

B 地域産木材の利用によるもの
（変更なし）

木材輸送に係る排出
量低減分の計上可

C
再生可能エネルギーを利用した
電力又は熱の供給によるもの

1.5倍ルール廃止

D グリーン電力証書等
・1.5倍ルール廃止
・評価上限を廃止
・非化石証書も評価

E
温室効果ガス排出量の削減効果
分又は温室効果ガスの吸収分の
購入によるもの(クレジット等)

評価上限を廃止

F 超過削減量

（変更なし）
前計画期間の目標削
減量を超過した分の

差し引き可

事
業
活
動
に
伴
う
排
出
の
量

評
価
の
対
象
と
な
る

排
出
の
量

右表の取組分
      を差し引く！



来年度提出にむけて
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◇「事業活動に伴う排出の量」と
「評価の対象となる排出の量」の違い

◇（依頼）太陽光発電の自家消費量又は売電量の記載
  →令和５年度実績 ２０／１３６者が導入。

◇ 環境マネジメントシステム
→独自導入される場合、ISOやKES環境機構の規格に
準ずる仕組みとしてください。



第五計画期間の
排出量削減計画書制度について
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◇ 目標削減率とは

  計画期間における温室効果ガス排出量の削減に関する目標となる削減率

評価の基準となる目標削減率

現行 変更後

運輸部門 ３年間の年平均  １％ ２％

産業部門 ３年間の年平均  ２％ ４％

業務部門 ３年間の年平均  ３％ ６％

目標削減率
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※部門別の削減状況を考慮して
目標削減率を設定しています。



評価基準
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STEP
1

未達成

※目標削減率
業務部門：３年間平均 ６％
産業部門：３年間平均 ４％
運輸部門：３年間平均 ２％

未実施あり

すべて実施

削減率(実績)が 目標削減率※を達成
STEP
２

①削減率：目標削減率の１.５倍以上

②原単位改善率  ：年率２％以上

③重点対策実施率：25％(2項目)以上

評価基準 評価基準

すべて該当 非該当あり
いずれか
該当あり 該当なし

達成

① 計画を実行するための推進体制が整備されている
② エネルギーの使用を種別、排出区分別に把握し管理している
③ 温室効果ガスの排出量の削減目標の検討・設定
④ 原単位の改善目標の検討・設定
➄ 削減対策について検討

①削減率：目標削減率の1/2以上

②原単位改善率 ：年率２％以上

③重点対策実施率：25％(2項目)以上STEP
３

Ｓ評価 Ｂ評価Ａ評価 Ｃ評価 D評価



「２０５０年ゼロ」に向けては
事業者の皆様の取組も非常に重要！

事業者の皆様に取り組んでいただきたいこと

省エネの加速

市域エネルギー消費量を2018年度比で
18％以上削減

（ 市特定事業者はR５現在16.0％減）

再エネの拡大

市域消費電力に占める再エネ比率 
35％以上に拡大（ R5市特定約12％ ）

※京都府・京都市同じ

11

京都府市地球温暖化対策計画での必要な取組水準
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